
「 道民税の特定寄附金税額
控除額

外国の法人税等の額の控
除額

外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額
又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額

仮装経理に基づく法人税
割額の控除額

仮装経理に基づく法人税
割額の繰越控除額

租税条約の実施に係る
法人税割額の繰越控除額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
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規 則

　北海道税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年３月31日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第39号
　　　北海道税条例施行規則の一部を改正する規則
　北海道税条例施行規則（昭和29年北海道規則第98号）の一部を次のように改正する。
　別記第１号様式の４その１及びその２中
「
住　所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名
（名称） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年　齢 　　　　　　　　　　　　　　　　　　満　　　　　　歳　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
住　所

氏　名
（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記第４号様式の２の２その２及びその８並びに別記第４号様式の４その３中
「
事業年度又は
連結事業年度

　　「
事 業 年 度　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　」　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　「
期 事業年度若しくは計算
別 期間又は連結事業年度（　　　　）

　　「
期　　　別

（事業年度又は計算期間）　別記第６号様式その１中　　　　　　　　　　 を　　　　　　　　　　 に、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」　　　　　　　　　　 」
「
期 事業年度若しくは計算
別 期間又は連結事業年度（　　　　　　）

　　「
期　　　別

（事業年度又は計算期間）　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　に改める。
　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　「

月 分
事業年度若しく
は計算期間又は
連結事業年度（　　）

　　「
月 分
事業年度
又　　は
計算期間（　　）　別記第６号様式の５中　　　　　　　　 を　　　　　　　　 に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　」　　　　　　　 　」
　　　　　　　　　　　　　　　「

事業年度若しく
は計算期間又は
連結事業年度

　　「
事業年度
又 は
計算期間

　別記第26号様式その１（表）中　　　　　　　を　　　　　　　に改め、同様式その２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　」
　　　　　「

事業年度若しく
は計算期間又は
連結事業年度

　　「
事業年度
又 は
計算期間

（表）中　　　　　　　　を　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　」　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　「

期 事業年度若しくは計算
別 期間又は連結事業年度（　　　　）

　　「
期　　　別

（事業年度又は計算期間）　別記第29号様式その１中　　　　　　　　　　 を　　　　　　　　　　 に、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」　　　　　　　　　　 」
「
期 事業年度若しくは計算
別 期間又は連結事業年度（　　　　　　）

　　「
期　　　別

（事業年度又は計算期間）　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　に改める。
　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　」
　別記第35号様式の32中「官職氏名　　　　　　　　　　　　印　　｜」を

「官職氏名　　
　　　　　　　　　　　　　｜」に改め、同様式末尾欄外注意の事項及び摘要２の事項中「押
印」を削る。
　別記第48号様式の２（表）中
「
事業年度若しくは計算
期間又は連結事業年度

　　「
事 業 年 度
又 は 計 算 期 間　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　」
「
法人税額又は個別帰属法人税額

　　「
法 人 税 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

に、
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その２
異　動　届　出　書

年　　月　　日

札幌道税事務所長
　 　　　　　　　　 様
市 町 村 長

　次の事項について異動したので
届け出ます。

管 理 番 号
（ フ リ ガ ナ ）

法 人 名

法 人 番 号

本 店 所 在 地 〒
電話（　　　　　　　　　　　）

主たる事務所
名 称

所 在 地 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　）

代 表 者

（フリガナ）

氏 名

住 所 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　）

付

受 印

「 道民税の特定寄附金税額
控除額

外国の法人税等の額の控
除額

外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額
又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額

仮装経理に基づく法人税
割額の控除額

仮装経理に基づく法人税
割額の繰越控除額

租税条約の実施に係る
法人税割額の繰越控除額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「 道民税の特定寄附金税額控
除額

税額控除超過額
相当額の加算額

外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額
又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額

仮装経理に基づく法人
税割額の繰越控除額

外国の法人税等の額の控除
額

仮装経理に基づく
法人税割額の控除額

租税条約の実施に係る
法人税割額の繰越控除額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記第49号様式の５その１及びその２を次のように改める。
その１

　　法　人　
設　立

　届　出　書
設　置

年　　月　　日

札幌道税事務所長
 　　　　　　　　　 様
市 町 村 長

　　　　　　　設立　新たに法人を設置したので

届け出ます。

管 理 番 号
（ フ リ ガ ナ ）

法 人 名

法 人 番 号

本 店 所 在 地 〒
電話（　　　　　　　　　　　）

主たる事務所
名 称

所 在 地 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　）

代 表 者

（フリガナ）

氏 名

住 所 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　）

送付先・連絡先 区 分 本店　・　主たる事務所　・　その他　　

※　区分がその他
　の場合は名称・
　所在地を記入

名 称

所 在 地 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　　　）

設立・設置年月日 　　　年　 月　 日 事 業 年 度 １ 　　年　 月 　日　 ～　 　　年 　月 　日　　
事業開始（見込）年月日 　　　年 　月 　日 事 業 年 度 ２ 　　年　 月 　日 　～　 　　年　 月　 日　　

資本金又は出資金の額 資本金の額及び資本
準備金の額の合算額 資 本 金 等 の 額

申告期限延長の有無
事 業 税 有・無 事 業 年 度 　　年　月　日　～　　　年　月　日 月間
法人税（住民税） 有・無 事 業 年 度 　　年　月　日　～　　　年　月　日 月間

　 　 　 　 　 　 　
事 業 の 目 的
　 　 　 　 　 　 　

定款等に記載されている
主 な も の

現に営んでいるもの（予定）

支店・出張所・工場等

名称 所在地 設置年月日

　　　年　月　日

　　　年　月　日

　　　年　月　日

分 割 法 人 区 分 分割　・　非分割 分 割 県 数
　　　　　　　 １.個人企業を法人組織とした法人　　　　　　　　　　　　　　　４.現物出資により設立した法人　　　　

付

受 印

設 立 の 形 態 ２.合併により設立した法人　　　　　　　　　　　　　　　　　　５.その他　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　 ３.新設分割により設立した法人（分割型・分社型・その他）　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

設 立 前 の 状 況

名称 所在地 事業内容等

合 併 等 期 日 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
適 格 区 分 適格　・　その他 法人成の場合の個人事業廃業日 年　　月　　日
通算親法人の場合 最初通算事業年度 　 年　　月　　日　　～　　　 年　 月　 日

通算子法人の場合

（ フ リ ガ ナ ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

通 算 親 法 人 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

通算親法人の法人番号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

通算親法人の所在地 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　　）

通 算 親 法 人 の
決算期（事業年度） 　　年　　月　　日　　～　　　　年　　月　　日　　

通 算 子 法 人
適用開始事業年度 　　年　　月　　日　　～　　　　年　　月　　日　　

関 与 税 理 士 署 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関 与 税 理 士
事 務 所 所 在 地

〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　　）

備 考 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※ 北海道・市町村処
 理欄 法人名簿 　 　 　

　 　 　 入力帳票 　 　 　
　 　 　 処理結果表 　　　

　　　
※ 通信
 日付印

　　　
　　　 ※　確認 　　　
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合 併

被合併法人名（フリガナ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

合併年月日 　　 　年　月　日被合併法人名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

被合併法人
本店所在地

〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　　）

残余財産確定の日 　　年　　　月　　　日　　 清算結了年月日 　　 　年　月　日

主たる
事務所
の廃止

主たる事務所
名 称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

廃止年月日 　　 　年　月　日
主たる事務所

札幌道税事務所長
　 　　　　　　　　 様
市 町 村 長

　次の事項について異動したので
届け出ます。

本 店 所 在 地 〒
電話（　　　　　　　　　　　）

主たる事務所
名 称

所 在 地 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　）

代 表 者

（フリガナ）

氏 名

住 所 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　）

異 動 事 項 １.登記事項等の変更　　　　　３.会社分割　　　　　　　　　５.合併　　　　　　　　　　　７.主たる事務所の廃止　　 　
２.支店等の新設・廃止　　　　４.解散　　　　　　　　　　　６.清算結了　　　　　　　　　　　　

登記事項等の変更内容
１.法人名　　　　　　　　　　４.代表者　　　　　　　　　　７.事業年度（決算期）　　　　10.資本金等の額　
２.法人番号　　　　　　　　　５.主たる事務所の所在地（納税地）　　　８.資本金又は出資金の額　　　11.事業の目的（種類）
３.本店所在地　　　　　　　　６.書類送付先・連絡先　　　　９.資本金の額及び資本準備金の額の合算額　12.その他（　　　　　　　　）

変 更 項 目 変更前 変更後 変更年月日
法人名（フリガナ）

　　 　年　月　日
法 人 名

法 人 番 号 　　 　年　月　日

本 店 所 在 地
　　 　年　月　日

旧 本 店 の 状 況 廃　止　・　存　続
代表者氏名（フリガナ）

　　 　年　月　日代 表 者 氏 名

代 表 者 住 所

主たる事務所の所在地

　　 　年　月　日主たる事務所の名称等

旧 事 務 所 の 状 況 廃　止　・　存　続
書 類 送 付 先
・ 連 絡 先 住 所

　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　）

　　 　年　月　日
書 類 送 付 先
・ 連 絡 先 名 称

　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　

事業年度（決算期）１ 　　月　　　日 　　月　　　日
　　 　年　月　日

事業年度（決算期）２ 　　月　　　日 　　月　　　日

資本金又は出資金の額 　　 　年　月　日

資本金の額及び資本
準備金の額の合算額 　　 　年　月　日

資 本 金 等 の 額 　　 　年　月　日

事業の目的（種類） 　　 　年　月　日
そ の 他
変更項目 　　 　年　月　日

会 社 分 割 分割型・分社型・その他 適格区分 適　格・その他 分割年月日 　　 　年　月　日

支店等
の新設
・廃止

名 称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新設・廃止
年 月 日 　　 　年　月　日所 在 地 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新設・廃止 新　設　・　廃　止

解 散

清算人氏名（フリガナ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　
　　　　
解散年月日
　　　　
　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　 　年　月　日
　　　　　　　
　　　　　　　

清算人氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

清算人住所 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　　）

合 併

被合併法人名（フリガナ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

合併年月日 　　 　年　月　日被合併法人名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

被合併法人
本店所在地

〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　　）

残余財産確定の日 　　年　　　月　　　日　　 清算結了年月日 　　 　年　月　日

主たる
事務所
の廃止

主たる事務所
名 称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

廃止年月日 　　 　年　月　日
主たる事務所
所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関 与 税 理 士 署 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関 与 税 理 士
事 務 所 所 在 地

〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話（　　　　　　　　　　　　　）

備 考 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※ 北海道・市町村処
 理欄　　　　　 法人名簿 入力帳票 処理結果表

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和４年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の北海道税条例施行規則（以下「旧規
則」という。）の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則に
よる改正後の北海道税条例施行規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整をして使
用することを妨げない。

３ 　この規則の施行の日前に開始した事業年度に係る法人に対する通知等については、旧規
則別記第４号様式の２の２その２及びその８、別記第４号様式の４その３、別記第６号様
式その１、別記第６号様式の５、別記第26号様式その１及びその２、別記第29号様式その
１、別記第48号様式の２並びに別記第49号様式の５その１及びその２の規定は、なおその
効力を有する。
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